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令和７年度 高畠町移住定住推進業務仕様書

１. 件名

令和７年度 高畠町移住定住推進業務

２. 目的

人口減少及び少子高齢化が進行するなか、当町への移住を検討し、又は移住を希望する者に

対し、移住に関する相談対応、移住イベント等での情報発信その他移住希望者等が円滑に移住

するためのサポートを実施するため、移住コーディネーターを設置することで、関係人口創出から

移住までのステップが円滑に進め、当町への移住を推進すること目的とする。

３. メインターゲット

山形県外に居住し、地方への移住を考え始めた又は興味がある 20～40 代の若者、子育て世

代をメインターゲットとするが、移住を検討している全ての層へ配慮すること。

４. 委託（契約）期間

契約締結の日から令和８年２月 28 日まで

５. 業務内容

・関係人口創出の推進業務

・二地域居住の推進業務

・移住定住推進センター（山形市）、ふるさと回帰支援センター（東京）との連携体制強化や、

移住相談者の現地受入等による移住定住推進業務

・その他、下図に掲げるような事業

６． 委託料の支払方法

委託料の支払いは年２回とし、令和７年５月末日及び業務完了の翌月末日までに請求により支
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払うものとする。

７． 提出書類

受託者は次に掲げる書類を町に提出するものとする。

（１）移住に係る事業実施状況報告書（毎月）、事業実績報告書（事業完了と同日）

（２）その他、町が提出を求めた書類

８． 留意事項

（１）事業実施における重要事項は高畠町と協議のうえ、最終決定すること。

（２）受託者は、当町担当者と緊密な連携により十分な打ち合わせを行うとともに、打合せ内容の

議事録を作成し、町へ進捗状況を報告するものとする。

（３）受託者は、本業務の全てを第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。ただし、あ

らかじめ当町の承認を受けた場合は、業務の一部を委託することができる。

（４）本業務の遂行に伴う費用は、原則として全て受託者の負担とする。

（５）受託者は、本業務の実施に当たって知り得た情報を他に漏らし、又は自己の利益のために

利用することはできない。これは本業務が終了した後も同様とする。

９. その他

本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、双方協議の上決定する。


